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令和７年６月23日

◎西内委員長 ただいまから産業振興土木委員会を開会いたします。

（９時58分開会）

◎西内委員長 土居委員から、所用のため少し遅れる旨の連絡があっております。

本日の委員会は、「付託事件の審査等について」であります。当委員会に付託された事

件は、「付託事件一覧表」のとおりであります。日程については、日程案によりたいと思

います。なお、委員長報告の取りまとめについては、６月25日水曜日の委員会で協議して

いただきたいと思います。

お諮りいたします。日程については、日程案によりたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（異議なし）

◎西内委員長 御異議なしと認めます。

それでは日程に従い、付託事件の審査及び報告事項を一括議題とし、各部の説明を受け

ることにいたします。

《観光振興スポーツ部》

◎西内委員長 最初に、観光振興スポーツ部について行います。

それでは、議案について部長の総括説明を求めます。

なお、部長に対する質疑は、課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、御

了承願います。

◎小西観光振興スポーツ部長 観光振興スポーツ部からは、令和７年度一般会計補正予算

議案と、高知県立県民体育館多目的グラウンド及びテニスコートの指定管理者の指定に関

する議案の、２つについて御審議をお願いするものです。

議案説明書②の補正予算の総括表を御覧ください。

真ん中の補正額の欄にありますとおり、スポーツ課の予算につきまして、県民体育館多

目的グラウンド及びテニスコートの管理運営に係る委託料として、568万3,000円の増額補

正をお願いするものです。

このほか１件の債務負担行為をお願いしております。内容としましては、先ほど申し上

げました県民体育館多目的グラウンド等の管理運営のための当該年度以降の経費となって

おります。

併せまして、指定管理者の指定に関する議案を提出しております。

このほか、報告事項が１件あります。「新県民体育館整備等基本計画検討会」の進捗状

況について御報告いたします。詳細につきましては、それぞれスポーツ課長より説明いた

します。

私からは以上です。
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◎西内委員長 続いて、所管課の説明を求めます。

〈スポーツ課〉

◎西内委員長 スポーツ課の説明を求めます。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 それではまず、補正予算について御説明いたしま

す。１ページをお願いいたします。

令和７年９月１日から一般利用を開始する、高知南中学校・高等学校跡地のグラウンド

等について、令和７年８月１日から指定管理を開始いたします。

資料右端の説明欄、スポーツ施設管理運営費は、指定管理に係る管理運営委託料のうち、

当年度分の568万3,000円を計上しております。

次に、債務負担行為について御説明いたします。２ページをお願いいたします。

先ほど御説明いたしました指定管理に係る管理運営委託料のうち、令和８年４月１日か

ら４年間の管理運営委託料の上限額に係る債務負担行為をお願いするものです。

続きまして、３ページをお願いいたします。

第13号議案ですが、これは先ほど申し上げました、高知南中学校・高等学校跡地のグラ

ウンド等の指定管理に株式会社高知犬を指定することにつきまして、お諮りするものです。

詳細につきましては参考資料にて御説明いたしますので、４ページをお願いいたします。

まず、１施設概要です。開設時期は、令和７年９月１日を予定しております。

一般利用を想定している主な設備は、サッカーや野球などで使用する多目的グラウンド、

テニスコート４面、トイレ、駐車場です。

次に、２指定管理者制度導入の目的ですが、民間事業者等が持つ能力やノウハウを活用

することにより、県民サービスの向上及び県民のスポーツ機会の拡充を図ります。

次に、３今回の指定議案についてです。指定管理者の選定に当たって、令和７年４月１

日から令和７年４月30日までの30日間で公募を行い、２社の応募がありました。令和７年

５月９日に審査会を開催し、株式会社高知犬を指定管理者候補として選定いたしました。

補正予算議案と指定管理者の指定に関する議案の説明は以上です。よろしくお願いいた

します。

◎西内委員長 質疑を行います。

◎坂本委員 指定管理者の関係ですけれども、名称が高知県立県民体育館多目的グラウン

ド及びテニスコートとなっている以上は、県民体育館が所管している施設になるわけです

よね。そうなった場合に、県民体育館自体はスポーツ振興財団が指定管理者であって、そ

の附属する施設については、また別途管理者を定めるというのは、今までにケースとして

あるんでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 あまりこういう形では、恐らくやっていないと思

うんですが、公募をした段階で振興財団から、今回のグラウンド、テニスコートに関して
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は、申請がなかったということですので、今回出てきました申請団体に関して、審査を行

ったということになっております。

◎坂本委員 スポーツ振興財団は指定管理者になる際に、今後は公募の形を取るようなこ

とを総務部で検討中ですよね。県民体育館は本来直指定やなかったですか。違いますか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 全部公募でやっております。

◎坂本委員 そしたらスポーツ振興財団も手を挙げることはできたけんど、手を挙げなか

ったということですね。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 そうです。

◎坂本委員 もう１つ、高知犬ですけれども、ファイティングドッグスの母体になる企業

ですが、そこが管理したときに、グラウンドの使用についてファイティングドッグスが優

先されるということは、全く考えられないと。全て県民の方の利用に供するという理解で

よろしいでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 予約に関しましても、それぞれ予約システムみた

いなものを構築すると言われていますので、その中でやって行かれると思います。逆に、

空いた時間を有効利用するような形で、例えばファイティングドッグスが練習を入れてい

くといったことは今後考えていくことだと思いますので、空白があまりないような形で利

用していただけるんじゃないかと思っております。

◎坂本委員 ただその空いた時間に、ファイティングドッグスが利用するとなって、本当

は空いてたんだったら後からでも一般の方が利用したかったけど、ファイティングドッグ

スが入っているから利用できないということが生じてくることはないですか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 御心配のことに関しましては、議案が通りまして

指定管理になるということになりましたら、協定を結んでいく中で、しっかり双方で話を

していきたいと思っています。

◎坂本委員 もし有効利用するために、ファイティングドッグスが予約して利用する場合

も、当然一般と同じような利用料金が徴収されるということでよろしいですか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 そういう形になろうと思います。

◎細木委員 公募の結果２社の応募があって、評価点は321.5点で、あまり高くはないと思

うんですけど、この評価点の中で低かった項目というか、ちょっと懸念されるような点は

なかったのか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 低かったというよりも、逆にこの高知犬のほうが

グラウンド整備のことも、オーナー企業であるミタニ建設などと連携しながら、しっかり

整備していくというところで高い評価点をいただいてます。あと内容的には、グラウンド

それからテニスコートの管理ですので、それほど大がかりなものではないと思っています。

そういったところで審査をして、２社の中で高い評価点であった高知犬になっております。
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◎細木委員 ちょっと低かった項目には触れられなかったんですけれども、坂本委員が言

われているように、指定管理は公平性や公正性が求められると思うので、そこはしっかり

やってほしいと思います。あと駐車場がちょっと少ないんじゃないかという指摘もあって、

このグラウンドはそれぞれ夜間利用や公式戦で活用できるのか、そこら辺はどうですか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 この施設につきましては、ナイター施設がありま

せん。今ですと午後７時頃までは明るいんですが、これから指定管理を行って９月から11

月頃までは、だんだん日が早くなってきますので、恐らく遅い時間での使用はなかなか難

しいんじゃないかと思っています。逆に土曜日、日曜日は、かなり使われる時間が長くな

ると思うんですが、一応テニスコート側に20台、グラウンド側に29台ほど、とめれるよう

になっております。この駐車場を有効活用しながら、利用団体へもそれぞれ申請のときに、

できるだけ乗り合わせとかもお願いしていく予定ですので、何とかこの駐車場で回してい

きたいと思っております。

◎細木委員 乗り合わせでね、49台が多いのか少ないのか、妙によう分からんがですけれ

ど、周辺には駐車可能なところ、第２駐車場的なものはないですか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 ここに関しては、今のところはないです。ここで

大きな大会等をするイメージはあまりないです。

◎細木委員 先ほど公式戦は可能かということでお聞きをしたので。そういうときは、応

援の人も含めてかなりの台数が来るので、それは懸念としてありました。

◎坂本委員 結局この旧南中・高等学校が国際中・高等学校になった経過は、南海トラフ

地震の際の津波リスクからの回避も１つの理由だったわけです。そういう意味では、南海

トラフ地震が起きた際の、いわゆる避難行動、避難指導といったことが、この指定管理者

には求められると思うんです。そこのところは十分に事前に周知していただくとともに、

利用者に対して、実際に使ってるときに多数の指定管理者の職員が配置されているかとい

うと、決してそうではないんじゃないかということを考えたときに、じゃあ避難誘導なん

かはきちんとできるのか。それは利用者自らでやってくださいというのであれば、きちん

と利用者に対して避難場所がどこであるかの周知や、一時期ここは孤立する形になると思

いますので、その際の防災備品がどういった形で保管されているかなど、そういうような

ことをきちんと対応していただけるようにお願いしたいと思うんですけれども、その辺に

ついて。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 提案の中でも、この避難に関してはしっかり言わ

れております。当然、校舎のほうへ避難するようになりますので、そういった場合につい

てもしっかり避難ルートを示すようにしてあります。これから協定を結ぶ中でも、例えば

利用団体の代表者の方には、指定管理者から説明をしていきます。現在の南高校の施設が、

震度５弱の地震が起こると、階段上った上の屋上のキーボックスの鍵が外れるような構造
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になっていますので、そのことも含めていろいろ説明もしていくような形をしっかりとっ

ていただくよう、これから調整をしていきたいと思っています。

◎寺内副委員長 坂本委員が言われた件で、この高知南中学校・高等学校の跡地利用につ

いては議会でも議論があって、知事からはまちづくりもしっかりと含めて対応していくと。

高知南中学校・高等学校跡地の利活用のまちづくりを、この潮江地区という捉え方をした

ときに、須崎とほぼ同じ人口の３万人弱が潮江地区に住んでいます。その中で、グラウン

ド、テニスコートはさておいて、校舎は潮江地区最大の避難場所なんですね。この校舎を

壊すことのないように、避難建物としてしっかり残してほしいというのが、町内会連合会、

また地元の要望でしたので。まずそこは１つ知っとっていただきたいということが１点で

す。

２点目が、この高知南中学校・高等学校が最初にここへ建てるとなったときに、潮江地

区の連合会、また地元の特に町内会等が協力を求めてきて、子供たちをしっかりと支える

仕組みも出来ました。例で言いますと、中学生、高校生と花壇の活用とかいろんなことも

してきましたし、学校教育の一環として住民も協力をしてきたので、１つは今、校舎は使

いませんけれども高知犬で、県が指定管理をして行っていくグラウンドの使用についても

町内会連合会、町内会にはしっかりと周知していただきたいと思うんです。

そのお願いともう１つが、隣にはわんぱーくこうちがありますけれども、わんぱーくこ

うちの避難も、この校舎のほうへ移ってくることにもなってきますので、これもグラウン

ドの活用等いろんな部分で絡む部分でありますので、高知市とのタイアップ、またわんぱーく

こうちの管理者等ともしっかりと連携をとっていただきたいと思います。まずその点いか

がでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 この施設、校舎等については教育委員会の学校安

全対策課の所管になっていますので、まずそことしっかり話もしていきたいと思っていま

す。今のところ当課はグラウンド、テニスコートの面積を借りることになっていますので、

先ほど言われたような避難ビルであったりとか、町内会の方といったことも学校安全対策

課と連携しながら、しっかり周知していきたいと思います。

◎寺内副委員長 今言われた分で私が心配するのは、議員は、県庁におれば各部門のこと

は分かるんですけれども、住民からしたら教育委員会であろうが、スポーツ課であろうが、

県にという形になります。どうしても縦割りじゃなくて、全体として捉えますので、その

あたりの連携もとっていただいて、しっかりとやっていただきたいということを求めてお

きますので、お願いします。

２点目が、今言われた教育委員会の所管ということで、大本は高知南中学校・高等学校

の跡地の利活用で校舎も含めた分だったと思うんです。その中で校舎はなかなか使えない

ということで、まず最初にグラウンドの活用ということは一定理解もできますし、それか
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ら指定管理者になったファイティングドッグスをつかさどる高知犬についても、専門性、

ノウハウは持っているし、また対応もしてくれると思うんで期待はしております。ただし、

教育委員会が持っている校舎ですけれども、指定管理期間が５年あって、耐震も出来てい

ますし、そのまま置いていくのは非常にもったいない部分であります。潮江地区住民とし

たら、避難ビルとして利活用を求めている分なんで、この校舎の利活用が今後課題になっ

てくると思うんですけれども、そのときに校舎だけの活用という部分だけだと、縛りが非

常に狭くなってくると思うんです。校舎の分を議論していくときに、５年間の指定管理が

入っているグラウンドとの関係は、どのように理解したらよろしいでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 先ほど言われたように、高知南中学校・高等学校

跡地は非常に利便性もいいところでして、まちづくりの視点の部分もあります。そんな中

で、今総合企画部が中心となりまして、県庁を横断的にまちづくりの視点も含めた幅広い

活用の議論を行っております。今回はあまりお金もかからないような形で、まずこのグラ

ウンドやテニスコートを開放していこうという話が出ました。校舎についても、それから

体育館についても、今いろいろ話が出てきておりますので、今後の活用についても県庁内

で総合的に話していきたいと考えております。

◎寺内副委員長 私の説明が違っていたので、課長の理解もちょっと違うんで。高知犬で

グラウンド等の指定管理を５年間取っていますので、校舎や体育館の利活用については、

５年間はこのグラウンド等は使えない中で議論をしていくのか。それともいろいろ議論し

ていくときにこの高知犬の分は、今は５年間の指定管理ですけれども、校舎や体育館の利

活用という本来の分になっていったときに、この指定管理期間を狭めるとか、短縮といっ

たこともあり得るのかどうか。今、実際に先に走ったのがグラウンドのほうですので、校

舎と体育館の利活用となったときに、グラウンドがそのまま５年間指定管理で使えないと

なると、縛りなんかもかかってくるんで、そのあたりの整合性がどうなのかなというのを

お聞きしているとこですけれども。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 校舎の利用については、現時点では、まず県庁内

で、その活用段階を聞いている状況です。現在、主に本であったり、いろんな備品を置い

ている倉庫的な扱いをしておりますので、かなりのものが入っています。それから言われ

たように、高知市の避難所として活用というところが出てきますので、そういったところ

も含めて、今後どういう形でうまいこと使えていくのか。ただ、現在５年間の指定管理で

出していますので、そこで校舎がこれから、例えば売却とかいろんな議論が出てくる中で、

どういう形になるかは、また検討を慎重にしていかなければならないと思っていますので、

今すぐ答えが出るようなものではないと思っています。

◎寺内副委員長 潮江の住民として皆さんは、避難ビルとして残してはくれていますけれ

ども、せっかく残してるんやったら、浸水区域でも体育館は２階にあって通常はつからな
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い状態で、建物についても耐震性も出来たすばらしいものですので、ぜひとも少しでも早

い利活用を求めています。その利活用のときに、実情としてグラウンドの部分は指定管理

が入っておることが制約になって利活用がとどまることがあってはならんような形を求め

ています。指定管理の変更等の柔軟な対応も考えていただきたいと思います。これは答弁

は求めませんけれども、大本にある高知南中学校・高等学校の跡地の利活用を、校舎、体

育館も含めた全体の分で捉えていただいて、柔軟に指定管理の運用をしていただければと

いうことを要請しておきますので、お願いします。

◎西内委員長 質疑を終わります。

以上で、スポーツ課を終わります。

これで、観光振興スポーツ部の議案を終わります。

〈スポーツ課〉

◎西内委員長 続いて、観光振興スポーツ部から１件の報告を行いたい旨の申出があって

おりますので、これを受けることにします。

それでは、「新県民体育館整備等基本計画検討会」の進捗状況について、スポーツ課の

説明を求めます。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 引き続きまして「新県民体育館整備等基本計画検

討会」の進捗状況について、御報告いたします。報告事項資料の２ページをお願いいたし

ます。

資料上段、基本計画検討会の欄を御覧ください。

全６回の検討会での議論を経て、今年度末までに基本計画を策定することとしておりま

す。検討会の各会においては、赤字で示した内容を検討会の承認事項として決めてまいり

ます。具体的には、年内に基本計画の骨子案を作成、年明け第５回で基本計画（案）の大

筋を決定し、３月までに基本計画を策定するスケジュールとしております。現在、７月４

日に予定しております、第１回の開催に向けて準備を進めております。

次にその下の、基本計画策定委託業務の欄ですが、基本計画策定委託業務の業者が、プ

ロポーザル方式により、日本総合研究所・昭和設計・ハウジング総合コンサルタント共同

企業体に決定いたしました。代表企業の株式会社日本総合研究所は、これまで他県での体

育館施設や公共スポーツ施設の基本計画策定に関わってきた実績が豊富にあり、大変心強

い存在と考えております。そのノウハウや他県での事例を生かしていただきながら、まず

は競技団体などの関係者へのニーズ調査から始め、基本計画の策定に向けて共に取り組ん

でまいります。

その下、議会の欄のとおり、今議会をはじめ、進捗状況は毎議会で報告してまいります。

さらにその下、検討事項として、プールや武道館の在り方の検討や、現県民体育館に隣

接する旧南消防署跡地や高知市青年センターのグラウンドの活用について、高知市と協議
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してまいります。

資料左下には、検討会委員の一覧を掲載しております。スポーツだけでなく、防災やエ

ンタメ、経営など、様々な分野から御意見をいただけるよう構成しております。

最後に資料右下、全体のスケジュールですが、今年度基本計画を策定し、令和８年度か

ら令和10年度の基本設計や実施設計等を経て、令和11年度から供用開始を予定しておりま

す。なお、従来手法によらず、ＰＦＩなどの新たな整備・運営手法を採用する場合は、供

用開始が後ろ倒しになる可能性があります。

以上で、スポーツ課の説明を終わります。

◎西内委員長 質疑を行います。

◎寺内副委員長 課長からの説明にあったように、県民体育館の土地は高知市の土地です

が、今高知市に使用料等は払っていないと思うんですけれども。無償で高知市から貸与を

受けている状態ですので、これが今後重要な課題になってくると思います。そのあたり見

通しはどのようにお考えになっているんでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 昔から無償の形で行っております。これにつきま

してはまた今後、新たにアスパルの土地であったり、南消防署の跡地も出てきております

ので、またこういったところも含めまして高知市としっかり協議をしていく段階です。今

それがどうなるかはまだお話しできるような段階ではありません。まだ、これから必要な

面積などを出しながら、協議していく状況になります。

◎寺内副委員長 高知市では外部監査でそこを指摘されていましてね。高知市の職員も悩

ましいところで、今無償でやってくれていると思うんで、県と市の行政間の中で、しっか

りとやっていただきたいと思いますので、お願いをしておきたいと思います。

それからもう１点、検討事項には入っていますけれども、室内プールですね。特に今高

齢者の方の健康のためのスポーツ、全身運動として、高齢者が各クラブチームもつくった

りして、非常に活動をしてます。特にミセスさんなんか活動してますので、その皆さんは

県民体育館がアリーナになることによって、プールをぜひとも残してほしいという希望を

持っているので、ここでお伝えをさせていただきたいと思うんですけれども、どのように

検討されていくのか教えてもらえないでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 それこそ今回委託業者に決定しました、日本総合

研究所のプロポーザルの提案の中でも、現在、例えばアリーナ、サブアリーナ、プール、

それから武道館など、いろんな施設が老朽化をしているという部分で、まずは現有地へ土

地も足しながら、いろんな施設が集約ができるかどうか、シミュレーションするようなも

のが出てくると思います。またその中で、やはり財源も考えていかなければならないとい

うことで、以前、産業振興土木委員会でも説明いたしましたが、有利な事業債もあるとい

うところで、またそういったものもしっかり活用していく視点も大事かと思っています。
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まずは委託業者から、どういった形で集約化が可能かなど、いろんなものを提案していた

だきながら慎重に、県全体でしっかり検討していきたいというところです。

◎寺内副委員長 そしたら要望だけにしたいと思うんですけれども、高知駅と桟橋通五丁

目を結ぶ南北の電車は、とさでん交通の非常に重要な部分です。アリーナやったら当然の

ことながら大きな会社が来るんでありがたいことですけれども、県民プール自体も高齢者

の健康の面で、大いに活用していますので、ぜひとも県民プールもこちらに残せる最大限

の努力をしていただくことを求めておきます。

◎細木委員 基本計画の策定委託業務について、この共同企業体が非常に力のあるところ

だという説明がありましたけれども、直近ではどういうところの体育館を手がけられたか、

紹介をしてください。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 日本総合研究所が、令和７年７月にオープンする

愛知県のＩＧアリーナ、立ち見も入れますと１万7,000人ぐらい収容できる日本最大級の新

体育館の基本計画の策定に取り組んでおられます。

また、昭和設計は、ひろしまスタジアムパークの基本計画などです。

それから、地元の高知市のハウジング総合コンサルタントは、東部運動場多目的ドーム

の新築工事の基本設計や実施設計などに関わっておられます。

◎細木委員 あと先ほどプールの話もありましたけれども、高知市内含めて学校のプール

がかなり老朽化をして、それをどう更新していくかという論議が進められています。プー

ルの安全性の問題で、クラブの地域移行も含めて、学校のプールの在り方が県民体育館の

プールの在り方ともリンクする部分があるかもしれないので、検討会の委員の中に教育の

専門家、教育畑の方が妙に見当たらないと思うんですけれども、委員として入れる必要性

はないのか、そこら辺はどうでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 元校長先生もこの検討会の委員に入っております

ので、そういった方からの意見もお聞きできるかと思います。また先ほど言われた高知市

のプールの問題もありますので、例えばこの名簿の４番の高岡委員は、高知市から出てい

ただいております。そういったところからプールに関しての御意見等もいただけるんじゃ

ないかと考えております。

◎細木委員 今年度基本計画が出来て、その後パブコメというふうに流れていくと思うん

ですけれども、ＰＦＩの問題もあるので、いろいろ論議として出てくると思います。県民

からの意見聴取のスケジュールは来年度どんなふうになっていくんでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 検討会の委員に土佐経済同友会など様々な分野の

方に入っていただいています。まずはこういったところからしっかり意見をいただきなが

ら、県民の皆さんには第５回あたりの基本計画案が出てきたところで、しっかりお示しを

していきたいと思っていますので、１月以降ぐらいでパブコメなどを実施できればと検討
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しております。

◎細木委員 それであるならば、やはりここの表にもパブコメの予定などを書いちょかん

といかんかなと思うので、そこは要望として出しておきます。

◎坂本委員 新たな整備・運営手法としてＰＦＩなども検討の対象になってくるというこ

とですけれども、整備のためのＰＦＩは割と効果的な部分があるのかもしれませんけれど

も、いわゆる運営ＰＦＩが経営の負担になってくる事例が結局、医療センターであって、

ＰＦＩ契約を途中で解消するということもありました。特にこういった体育館の運営は、

黒字経営が見込まれるかというと、なかなか大変な部分もあったりするんだろうと思いま

す。そういう意味では、運営ＰＦＩにおけるＳＰＣの負担といったことも考えて、十分県

として研究した上で、検討会の中で意見を反映していけるようにしておいていただけたら

と思いますので、よろしくお願いします。

◎寺内副委員長 今こちらにある高知市青年センター、アスパルです。青年センターの裏

地にグラウンドがありますが、そちらも県の複合的施設の活用としての課題と考えていい

ですか。今の敷地で言うたら、体育館があって、プールがあって、それから旧の南消防署

の敷地があって、グラウンドですよね。あの敷地ですけれども、その高知駅側には、青年

センターの裏手のグラウンドがありますけれども、そちらも考えるという意味合いの検討

事項になりますでしょうか。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 アスパルの所有していますグラウンドが隣接して

いますので、そこも活用させていただけたらというところです。アスパル自体ではなくて、

グラウンドです。

◎寺内副委員長 そしたら今の敷地よりもぐっと広い分での検討ということで、今言った

プールや武道館といった委託業者からの提案も、敷地としては今の現状の敷地やなくして、

高知市が持っているグラウンドも含めた分で提案がきているという意味合いでよろしいと

いうことですね。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 どれぐらいグラウンドを活用させていただくかは

またこれから、実際アリーナ、サブアリーナ、武道館、プールなども全部入れながらどう

いう形で収まるか、ひょっとするとこれを入れることでちょっと手狭になるとか、駐車場

問題とか、多分いろんなことが出てきますので、そういったものを複合的に、しっかり判

断していくものをつくっていただけるような形で今動いている状況です。

◎西内委員長 先ほど副委員長からプールの話もありましたけれども、この基本計画検討

会委員一覧に武道は入っておるんだから、プール、武道館の在り方ということであれば、

プールの水泳連盟なんかもあっていいんじゃないかと思うんですけれども、今さら言われ

てもなかなか調整は難しいかもしれませんが、このあたりは何か議論はなかったですかね。

◎前田スポーツ振興監兼スポーツ課長 プールに関しまして、大会はくろしおアリーナ、
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それから春野総合運動公園でやられています。ここは競技団体というよりは、一般の方の

利用になってきますので、水泳連盟などを呼ぶというのは、ちょっと難しいところもあり

ました。武道館は、柔道とかが畳などいろんな問題がありますので、そういったところで

現在武道をやられている団体の代表ということで、入っていただくようになっています。

当然県民体育館の利用者についても、これからしっかり御意見を聞いていく作業にも入っ

ておりますので、そういうことでしっかり意見を聞いていきたいと思っています。

◎西内委員長 質疑を終わります。

以上で、スポーツ課を終わります。

これで、観光振興スポーツ部を終わります。

《土木部》

◎西内委員長 それでは次に土木部について行います。

それでは、議案について部長の総括説明を求めます。

なお、部長に対する質疑は、各課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので御

了承願います。

◎横地土木部長 それでは、６月議会に提案しております土木部の議案について、御説明

いたします。

２ページを御覧ください。

令和７年度６月補正予算における一般会計の総括表です。表の左から３列目の補正見込

額が空欄となっておりますとおり、総額の変更はありませんが、財源内訳の変更をお願い

するものであります。

補正予算の内容は、春野総合運動公園体育館におきます屋根の改修工事に関するもので

す。

次に、３ページを御覧ください。条例その他議案の目録となっております。土木部がお

諮りいたしますのは、第11号議案高知県特定都市河川浸水被害対策法施行条例の一部を改

正する条例議案の１件です。各議案の詳細は、後ほど担当課長から御説明いたします。

次に、４ページを御覧ください。６月議会開会日までの間に開催いたしました、主な審

議会等の開催状況一覧表です。

最後に、公園上下水道課及び住宅課からそれぞれ１件、合計２件の報告があります。報

告事項の詳細は、後ほど担当課長から御説明いたします。

私からの総括説明は以上です。

〈河川課〉

◎西内委員長 続いて、所管課の説明を求めます。

最初に、河川課の説明を求めます。

◎福留河川課長 河川課からは、条例その他議案について御説明いたします。１ページを
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御覧ください。

第11号高知県特定都市河川浸水被害対策法施行条例の一部を改正する条例議案について

です。

参考資料で説明しますので、12ページを御覧ください。

まず、１条例改正の目的についてです。特定都市河川制度につきましては、合流する河

川の水位の影響を受けるといった自然的条件などにより、河川の整備のみでは浸水被害の

防止が困難な河川において、流域治水の考えのもと流域一帯で浸水被害対策の推進を図る

ことを目的に設けられているものです。

この特定都市河川に昨年12月、本県で初めて指定されました日下川流域では、７月１日

から田畑に盛土し舗装するといった、雨水の浸透を阻害する行為を一定面積以上で行う場

合、対策工事が義務化され許可が必要となります。この対策工事の検討のための基準とな

る降雨について、平成26年８月の台風第12号での実績降雨を基準となる降雨として条例で

定めるものです。

次に、２改正の背景についてです。平成26年８月の台風第12号での大雨により、甚大な

浸水被害を受けた日下川流域では、同等規模の洪水が発生しても床上浸水被害を出さない

よう、国、県において新日下川放水路の整備や、河川改修などのハード対策を実施してお

ります。

また日高村では、令和３年３月に日高村水害に強いまちづくり条例を制定し、平成26年

８月と同様の雨が降った場合においても河川等への流出量が増加しないよう、流域内での

貯留浸透阻害行為に届出を義務化するといった規制を行っているところです。

このような対策を行った上でも、地形的な特性などから浸水リスクが残ることを踏まえ、

流域治水の取組を流域全体で推進するため、昨年12月に国土交通大臣から特定都市河川の

指定を受けたところです。指定に伴い、本年７月からは流域内で雨水浸透阻害行為を行う

面積が1,000平方メートル以上の場合、市町村長の許可が必要となりますが、許可を受ける

に当たっては基準で定める降雨量において、行為の前後で河川等への流出量が増加しない

よう対策工事が必要となります。この対策工事の検討の基準となる降雨量については、条

例で別途定めない場合においては、全国一律の基準であります各流域における10年に一度

の降雨量が適用されることとなります。

今回の日下川流域におきましては、河川管理者や流域市町村が浸水被害の防止を図るた

めの対策等を位置づけ策定した流域水害対策計画において、浸水の発生を防ぐ目標となる

降雨基準として、平成26年８月台風第12号の降雨を規定しており、また、日高村の条例に

おいても同降雨を適用しています。

これらのことを踏まえまして、本条例において雨水浸透阻害行為に係る対策工事の検討

の基準となる降雨を、平成26年８月台風第12号の実績降雨と定め、計画や村の条例と整合
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を図ることにより、流域一帯での浸水被害の防止のための対策を推進していきたいと考え

ています。

今回改正を行います具体的な降雨量につきましては、３基準となる降雨量に記載してお

りますとおり、現行の全国一律の基準である10年に一度の降雨では、24時間で442.1ミリの

雨量となっておりますが、本流域での浸水被害の実績を踏まえ、改正により24時間で458

ミリといたします。なお、施行日は公布の日からとしたいと考えています。

河川課からの説明は以上です。

◎西内委員長 質疑を行います。

◎細木委員 この特定都市河川流域の指定は、高知では初めてということですけれども、

全国ではどれぐらい指定されているんですか。

◎福留河川課長 全国では現在44流域で指定されております。

◎細木委員 この特定都市河川流域は、開発されるときに浸透の工事をしたり、貯留施設

をつくったりというような対策が求められるということで、具体的に教えてほしいんです

けれども、どんな開発が目されておって、そのときにはこんな浸透をする対策をとった、

こんな貯留施設を造ったという事例のようなものがあれば教えていただけたらと思います。

◎福留河川課長 例えば、小さいものでいくとコンビニを造成して、舗装するといった場

合にはやはり浸透が阻害されますので、別途貯留施設、タンクみたいなものを造ることで

ありますとか、透水性舗装や浸透ますといったものを対策として設置することになるかと

思います。

◎細木委員 よく家庭でも浸透ますを設置することが勧められている地域もありますけれ

ども、日高村はそういうことも含めて対策はとられているんでしょうか。

◎福留河川課長 先ほどの説明でもありましたとおり、日高村は、既に条例で定めており

まして、条例の場合は規制ではなくて届出の義務化になります。

◎坂本委員 日高村はそういった形で条例を制定したりして、これまでにも対策をしてき

たと思うんですけれども、今回特定都市河川流域として、土佐市、佐川町も加わって当該

指定がされているということであれば、土佐市や佐川町と今回の条例を制定することにつ

いて、十分な協議をされてきて、納得いただいてるということでしょうか。

◎福留河川課長 委員おっしゃるとおり住民の理解や地域の理解は大変重要になってまい

ります。佐川町、土佐市におきましても、議会も含めまして御説明をさせていただいてお

ります。また、住民説明会も実施して、いろんな御意見をお聞きした上で回答もして、今

回に至っております。

◎坂本委員 そこで条例制定する上では特にこういうことを配慮してもらいたいというよ

うな意見はなかったですか。

◎福留河川課長 今回の条例の制定に対して直接的に何かということは特になかったと認
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識してます。

◎土居委員 対策工事が必要となってくるということで、当該エリアにおいて何らかの開

発をしていくとなれば、当然お金もかかってくることになろうかと思うんですけれども、

そういった場合に万一事業者等が、条例違反を起こした場合等、罰則を含めてその後はど

んなふうな対処になってくるんでしょうか。

◎福留河川課長 当然義務化になりますので、安全性も含めて法的に対応していくことに

なろうかと思います。

◎土居委員 対策工事がとられていない場合は、元に戻すとか、追加工事をお願いしてい

くといった対応になるんですか。

◎福留河川課長 対策工事の実施を指導していくようになるかと思います。

◎金岡委員 阻害行為が1,000平方メートル以上ということになっていますが、例えば1,000

平方メートルの土地があって、駐車場が例えば700平方メートル、建物が300平方メートル

ある場合は、阻害行為に該当するわけですか。

◎福留河川課長 合わせて1,000平方メートル以上あれば対象となってまいります。

◎金岡委員 そうすると、その手前のいわゆる建築確認とか、いろいろな届出が出た時点

で、もう既に分かっておるということですから、そのときに何らかの対処をされるという

ことになるんですか。

◎福留河川課長 そうです。当然周知は必要ですが、とにかく1,000平方メートル以上であ

れば、こういった形で対策工事を示して申請をしていただくことになってくるかと思いま

す。

◎金岡委員 要するにそういう対策をしていなければ許可はされないと理解してよろしい

んですか。

◎福留河川課長 対策工事が示されなければ、許可には至らないと考えております。

◎依光委員 この条例改正ではないけど、河川の浸水被害について聞いて構いませんか。

◎西内委員長 はい、どうぞ。

◎依光委員 ５月20日に新聞で見たんですが、いの町大内地区で排水管が川底に露出して

て、それは県のほうでやってもらいたいが、なかなか進まないという記事があったんです

が、最近の雨の量というのはすごく違ってきているから、その後どのような対応を県とし

てされているのか。

◎福留河川課長 新聞報道にもありました県が整備しました中の谷、派川日下川放水路が

露出している問題は認識しまして、対策工もこれまで昔から検討はしておるんですが、用

地等の問題とか、施工規模の問題とかもありまして、対策の実施には至っておりません。

ただ放水路管の健全性は確認をしておりますし、中の谷川の洪水の面でも、河床が下がっ

て露出していますので、現状悪化しているものではないと認識はしております。ただ住民
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の懸念はもっともですので、その対策はまた地元の御理解もいただきながら進めていきた

いとは考えております。

◎西内委員長 質疑を終わります。

以上で、河川課を終わります。

〈公園上下水道課〉

◎西内委員長 次に、公園上下水道課の説明を求めます。

◎坂本公園上下水道課長 今議会に提出しています補正予算について御説明いたします。

１ページの歳入については、歳出で説明いたしますので、説明は省略いたします。

２ページを御覧ください。歳出の４目、公園費の右端の説明欄１都市公園単独事業費に

ついて御説明します。来年10月の国民文化祭の開会式会場になっています、春野総合運動

公園体育館の大アリーナでは雨漏りが発生しており、早期に改修が必要な状況です。この

ため、今年度当初予算により国の交付金を活用して改修を予定していたところ、交付金の

配分が当初予算よりも少なかったことから、財源を緊急防災・減災事業債に振り替えて改

修を行うものです。

説明欄２都市公園事業費は、単独事業費で増額をお願いしました春野総合運動公園体育

館の大アリーナ改修について、国交付金の内示差に伴い減額するものです。

今回の歳出予算の補正額は、特定財源の増額と一般財源の減額が同額となりまして、公

園費の補正後の合計額に変更はありません。

公園上下水道課の説明は以上です。

◎西内委員長 質疑を行います。

◎細木委員 雨漏りの対策ということで、緊急防災・減災事業債を使えるということです

けれども、春野総合運動公園は防災拠点として支援物資の受入れとか重要で、体育館も多

分すごく活用はされると思うんですけれども、今回雨漏りだけが対象になったのか。また

体育館自体は多分耐震化は終わっていると思うんですけれども、構造体自体も非構造部材

も含めて、防災の拠点としての体育館も機能をしっかり発揮できるような状況なのか。Ｌ

ＥＤの照明なんか変えないかんとかいろいろあるじゃないですか。そんなことも含めて一

体的に今やっちょったほうがええかなと思ったんですけれども、雨漏りの工事だけが対象

になっているのか。そこら辺、体育館の状況も含めて教えてください。

◎坂本公園上下水道課長 体育館につきましては、令和５年度に長寿命化計画を策定して

おります。そのときに今回の天井も含めて、令和15年度に修繕をする予定でした。ただ昨

年度、指定管理者から雨漏りが起きているという報告を受けまして、実際現地を調査した

ところ、屋根やといが全体的に劣化をしているというところで、つなぎ目に水が入ってき

て、壁などを伝って入ってきているということが分かりました。これを受けて今年度雨漏

りの修繕をしていこうというふうに至ったところです。
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◎細木委員 もうちょっと詳しく。雨漏りだけなのか。それこそ東日本大震災なんかでも、

非構造部材の落下とかいうことで、体育館が使えなくなったところもあるじゃないですか。

避難場所としても使えなくなったところがすごく印象に残っているので。ここは本当に大

事なところなので、本当に雨漏りの工事だけでいいのか、あとはもうばっちり使えるのか、

その辺ちょっと体育館の実情ですよね。

◎坂本公園上下水道課長 令和５年に建物全体の修繕計画を立てるために調査をしており

ます。そのときに分かったのがこの箇所ですので、建物自体には大きく問題がないと認識

しております。

◎細木委員 雨漏り対策をするのであれば、天井の部分とかも一緒に工事したほうが、コ

ストとしても削減できるんじゃないかなと思うんですけれども。照明の問題であるとか、

体育館自体の機能の問題で、またもう１回やるというのは何かもったいないような気もす

るんですけれども、そこら辺はもう先送りでいいんですか。

◎坂本公園上下水道課長 今回、雨漏りしますので屋根全体を上からかぶせるカバー工法

といいますか、屋根全体がきれいになりますので、当然雨漏りも防げます。屋根をやりか

えるというイメージで、対策を行うようになっております。

照明については、調査をしてからＬＥＤへの交換を計画しています。ただ今回の工法は

外からやる工事で、中からはやりませんので、重複するといいますか手戻りになるという

ことはありません。

◎細木委員 屋根というので、中からも工事するのかなと思ったので、それで理解しまし

たが、いろいろ改修せないかんこともたくさんあると思うので、できるだけ早く着手して

ほしいと思いますので、よろしくお願いします。

◎坂本委員 結局、細木委員は雨漏り以外にもまだ非構造部材でやらなければならないこ

とがあることを懸念されているわけで、いやそれは心配ないですよというんであれば、は

っきりそう言うたほうが誤解が解けるがじゃないですか。

◎坂本公園上下水道課長 ほかは全然問題ないです。

◎今城委員 交付金事業から緊急防災・減災事業債に代わって、県の財源的にはどのくら

い負担が増えていくのか。

◎坂本公園上下水道課長 もともと国費の場合に起債が8,520万円。これが今回、起債を充

てることによって１億8,860万円ですので、１億円ぐらい起債が増えるという影響になりま

す。

◎今城委員 緊急防災・減災事業債で70％交付税で戻ってくるんですよね。ほんで、交付

金事業でやったらこのぐらいの負担で済んだのが、30％は一般財源が増えるんでしょう。

そのあたり有利になるのか、損になるのか。

◎坂本公園上下水道課長 細かい計算ができてなくて。
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◎今城委員 分かりました。また今度教えてください。

◎西内委員長 質疑を終わります。

以上で、公園上下水道課を終わります。

これで、土木部の議案を終わります。

〈公園上下水道課〉

◎西内委員長 続いて、土木部から２件の報告を行いたい旨の申出があっておりますので、

これを受けることにします。

まず、高知県流域下水道事業経営戦略の改定について、公園上下水道課の説明を求めま

す。

◎坂本公園上下水道課長 公園上下水道課からは、高知県流域下水道事業経営戦略の改訂

について、御報告いたします。

２ページを御覧ください。１経営戦略改定の趣旨にありますとおり、下水道事業につい

ては、人口減少や施設の老朽化に伴う更新費用の増大など、経営環境が厳しさを増してい

る状況にあります。このため総務省から全ての公営企業に対して、将来にわたって安定的

に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画となる経営戦略の策定を求められ

たことから、本県では令和２年度に高知県流域下水道事業経営戦略を策定し、経営の健全

化に取り組んでおります。

経営戦略については、３年から５年ごとの見直しが必要とされており、策定から４年が

経過したことや事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、このたび令和７年度から16年度まで

の10年間を計画期間とした経営戦略の改訂を行いました。今回の経営戦略の改定について

は、４月のパブリックコメントによる意見公募を経まして、５月９日に公表をさせていた

だいたところです。

それでは、その概要につきまして説明いたします。まず、２下水道事業の現状です。経

営状況についてですが、経常収支比率は100％前後で推移しており、費用はおおむね収益で

賄えている一方、短期的な債務に対する支払い能力を示す流動比率は100％を下回り、流動

資産の確保が課題となっています。

整備状況については、幹線管渠は全区間供用済みとなっております。また、流域関連市

における処理区域面積は、令和５年度末時点で高知市は約710ヘクタール、南国市は約210

ヘクタール、香美市は約260ヘクタールとなっており、普及率は流域全体で約７割となって

います。

施設の老朽化については、供用開始が平成２年と比較的新しいものであり、管渠は耐用

年数を超えるものはなく、点検調査の結果からも比較的健全な状態を維持しています。ま

た処理場の施設は、ストックマネジメント計画に基づき計画的・効率的な改築更新に取り

組んでおります。このため、全体評価としましては、おおむね健全性が保たれている状況
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と考えております。

次に、３投資・財政計画に移りまして、まず収益的収支につきましては、物価上昇や老

朽化対策費の増加等により、維持管理費用の増加が今後も見込まれますことから、主な財

源となる流域３市からの維持管理負担金の単価の見直しを行い、収支の均衡を図ることを

想定しています。

次に、資本的収支につきましては、南海トラフ地震に向けた大規模な津波対策工事が令

和６年度に完了しておりますことから、今後はストックマネジメント計画に基づき、計画

的な改築・更新工事を実施していく予定です。財源としては、国庫補助金、建設負担金、

起債等を想定しており、支出に対して収入が不足することはありません。

次の、企業債の見込につきましては、施設の耐震化が進んだことにより、大規模投資は

減少する見込みであり、企業債残高も減少すると見込んでいます。

こうしたことから、収益的収支はゼロ付近で推移し、資金残高もおおむね現状を維持で

きる見込みとなります。今後も適切な維持管理や計画的な修繕、改築工事の実施、太陽光

発電設備の導入による経費の削減など各種施策を実施し、引き続き経営状況の改善を図っ

てまいります。

公園上下水道課の説明は以上です。

◎西内委員長 質疑を行います。

◎細木委員 普及率は流域全体で約７割ということですけれども、今後普及率が上昇して

いく見込みについて教えてください。

◎坂本公園上下水道課長 現在の普及率は、78.565％になっております。それを令和27年、

28年ぐらいまでに概成に向けて、全体的に普及率の向上を目指してやっているところです。

◎細木委員 特に何割とかという目標は掲げてないんですか。

◎坂本公園上下水道課長 概成なので、95％が目標になります。

◎細木委員 収益を上げるという点では、経費削減について太陽光発電を書かれています

けど、下水汚泥の発電であるとか様々な削減の方法をやられてると思いますけれども、汚

泥の活用なんかについては何か検討されていますかね。

◎坂本公園上下水道課長 下水道の汚泥をさらに有効活用するために、令和５年度に国の

案件形成という事業を活用しまして汚泥の成分を調べたり、そしてなおかつ四国内のほか

の事業者に、可能性があるかどうかアンケート調査を図ったりしております。令和６年度

以降も県の農政部局とも連携して、高須の脱水汚泥がさらに販路の拡大といいますか、も

っと利用してもらうためにどうすればいいのか、委員会を開いて検討しているところです。

◎細木委員 汚泥そのものの活用もそうですけれども、それを販売する前にメタンガスで

あるとか、そういう発電も可能性としてはあると思うんです。そこら辺はどんな状況でし

たか。
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◎坂本公園上下水道課長 汚泥の燃料化ということで、消化の事業も令和２年から導入し

ております。汚泥が消化することによって、当初は約３分の２ぐらい減量化する予定だっ

たんですけれども、55％ぐらいの減量化で、大分少ない汚泥になって、維持管理費用も大

分コストが安くなっている状況です。

◎細木委員 太陽光発電設備の導入ということでいえば、施設はかなり大きいので、設置

できるスペースはあると思います。自家消費も含めて発電をして、できるだけ経費を削減

するようなこともしっかりやりながら、健全な経営をしてほしいと思います。これは要望

として伝えておきます。

◎寺内副委員長 高須浄化センターの高度処理については、私が理解してるのは、高知港

は閉塞区域で、琵琶湖に類するリン、窒素の除去は、非常に高度なものを求められている

んで、その分からしたときに、特に高知市内から汚水が流れていっていますので、その処

理が重要な部分です。今あわせて舟入川等もあるんで、処理をしてくれていますけれども、

実際の分で言うたときに、１つの目的は高度処理のリン、窒素の除去が重要な点だと思う

んですがいかがですか。それは間違ってないですか。

◎坂本公園上下水道課長 リンと窒素の除去を、重要な点ということで処理しています。

◎寺内副委員長 高知市にとっても高須浄化センターがあるから非常にありがたいことで、

ただし高知市の下水道の江ノ口と瀬戸のほうで今水再生センターに名称を変えて浄化処理

をしていますけど、こちらも高度処理をしっかりとやっていったら、負担は軽減されてい

くところでもあろうかと思うんですが、この関係性というのはどのように捉えたらいいで

しょうか。

◎坂本公園上下水道課長 地域別の総合計画で、令和４年度に下水区域の見直しをしたも

のですから、調査をしております。そのときにリンも窒素も含めてですけれども、大きく

水質を悪化することはない状況ですので、今のところ浦戸湾に流れる下水も含めて調査し

た結果、特に著しく悪くない状況です。それぞれの処理場、高知市なら高知市、我々は我々

で連携してやっておりますので、そこは各事業者の判断でやっていますが、実際のところ

特にそういう問題はないのが現状です。

◎寺内副委員長 私が言うたのは、高知市の各水再生センター、江ノ口であり瀬戸のほう

が高度処理でしっかりとやっていけば、県の高須浄化センターに負担がかからないように

なるんじゃないかという意味合いで言ったところで、そこは違っているんでしょうかね。

言うたら窒素、リンの除去で高度処理としてやっていくときに、当初、高知市の部分は、

高須浄化センターに非常に頼っているところが強かったんですね。今実情として高知市も、

それぞれ高度処理をしていってる、能力を上げていってると思うんですけれども、高知市

の処理センターに対しては大きな問題はないんでしょうか。全体の戦略として、将来を見

たときのその大本の経営戦略で、どうしても高須浄化センターに負担がかかってきている
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と捉えたんで、そこは特段問題はないんでしょうか。

◎大野土木部副部長 令和４年度に、浦戸湾の流域別総合計画を改定しています。これま

ではいわゆる下水処理場からは、高度処理を義務づけて行うという計画でしたけれども、

これまでずっと海域、あと水系の水質調査を継続しておりましたところ、現在はその大分

下で、窒素、リンを含めて、今後将来の計画等、人口も踏まえ、あと全て捉まえて計画を

勘案した結果、将来的には高度処理は不要であるということを結論づけて公表をしていま

す。ただ、高須浄化センターは高度処理をやっていますが、江ノ口と瀬戸の水再生センタ

ーにつきましては、高度処理がほとんどできておりません。この現状で将来的にも高度処

理は不要と位置づけをしていますので、高知市の２つの処理場に対して高度処理を、例え

ば今後、施設の改修にあわせて求めるということはしていません。一般的な処理は、もち

ろんやってもらわなくてはいけませんけれども、海域の水質が今後高度処理をしなくなっ

ても、悪化することは考えていませんし、もちろん高須浄化センターの高度処理をやめる

に当たっては、その経緯をずっと調査しながら、いつになったらやめるかという判断です

ね。現状、高度処理を用いて行う、設備の更新時期までは少なくとも行っていくような計

画にしています。

◎寺内副委員長 閉鎖区域でありますので、法的な縛りがあって大変なことだと思います

けれども、また高知市とも連携をとっていただいて、よろしくお願いしたいと思います。

あと１点、浄化槽、みなし浄化槽、単独浄化槽は、まさに汚水をそのまま流すような垂

れ流しになるとこもありますし、無検査等もあります。それから、合併処理浄化槽でも高

度処理合併浄化槽を設置してくれれば、各処理センターも助かることになると思います。

また尽力していただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

◎梅森土木部副部長（総括） 先ほどの公園上下水道課の補正予算のところで、今城委員

から御質問があった件、細かな数字はまた計算をしますけれども、国の交付金が内示差に

よって減った分がおよそ１億円ありまして、それを緊急防災・減災事業債で起債を打つと

いうことです。委員からも御紹介がありましたように交付税算入率が70％ですので、3,000

万円は一般財源が必要です。国の交付金が減った１億円と一般財源分3,000万円を足すと、

負担が増えるのは１億3,000万円です。細かな部分は若干の誤差がありますので、また改め

て数値を今城委員に御説明いたしたいと思います。

◎西内委員長 質疑を終わります。

以上で、公園上下水道課を終わります。

〈住宅課〉

◎西内委員長 次に、非強制徴収債権の放棄について住宅課の説明を求めます。

◎橋本住宅課長 債権放棄について御説明いたします。１ページを御覧ください。

高知県債権管理条例第14条の規定に基づき、非強制徴収債権を放棄しましたことについ
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て、本会議でお配りした資料のうち、住宅課が所管しています県営住宅使用料に係る債権10

件、800万450円の御説明をいたします。

県営住宅使用料に係る長期滞納者に対しては、文書等で納付指導を行うほか、明渡し及

び支払いを求める訴訟の提起や、明渡しの強制執行などによって債権回収に努めています。

しかしながら滞納者の退去後の所在不明や支払い能力不足などで、時効期間を経過する場

合があります。時効期間を経過している債権について、滞納者本人及び連帯保証人の所在

調査等を行った結果、条例第14条に掲げる要件に該当する者が昨年度は10件確認されまし

て、債権を放棄しました。

２ページを御覧ください。放棄した金額は、上から順に、35万2,000円、40万4,200円、119

万8,400円、168万2,600円、55万3,600円、８万4,000円、82万6,400円、144万7,580円、144万

4,770円、6,900円となっております。

債権放棄事由につきましては、番号１、２、９、10は、第14条第２項第３号の債務者の

所在が不明であるときに該当しております。番号３から７は、第14条第２項第１号の、強

制執行の対象となる財産がないときに該当しております。番号８は、第14条第２項第２号

の、強制執行することによって債務者の生活を著しく窮迫させる恐れがあるときに該当し

ております。債権放棄決定の日は、いずれも令和７年３月31日です。

住宅課からの説明は以上です。

◎西内委員長 質疑を行います。

◎細木委員 この１、２、９、10の方は債権者の住所、氏名が分かっちゅうけんど不明と

いうのは、どういうことなんですかね。

◎橋本住宅課長 債権回収会社に調査を依頼しまして確認した結果、現住所があるにもか

かわらず所在が不明、連絡がとれないというものです。

◎西内委員長 質疑を終わります。

以上で、住宅課を終わります。

これで、土木部を終わります。

《産業振興推進部》

◎西内委員長 次に、産業振興推進部について行います。

産業振興推進部から１件の報告を行いたい旨の申出があっておりますので、これを受け

ることにします。

初めに、部長の総括説明を求めます。

なお、部長に対する質疑は、課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、御

了承願います。

◎濱田産業振興推進部長 当部からは、今後新たに策定する予定の公共調達による地消地

産推進戦略の骨子案について御報告いたします。
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詳細につきましては、この後、産業政策課長から説明いたします。

私からの説明は以上です。

〈産業政策課〉

◎西内委員長 続いて、公共調達による地消地産推進戦略（骨子案）について、産業政策

課の説明を求めます。

◎小川産業政策課長 当課の報告事項として、公共調達による地消地産推進戦略の骨子案

について御説明いたします。２ページを御覧ください。

まず、資料上段のⅠ、Ⅱ戦略の目的及び定義です。本県では、原材料や製品の多くを県

外からの調達に頼らざるを得ず、結果として、いわゆる県際収支が大幅な赤字の状況が続

いています。こうした状況を改善するため、これまでも産業振興計画において、経済の活

性化に向けた様々な取組を行ってきたところです。

本年度の第５期産業振興計画では、これまでの取組に加えて、地消地産を位置づけ、地

消の拡大と地産の強化が一体となった取組を推進しております。これに関連して、公共調

達の場面においても、県際収支の改善に寄与するため、本戦略において県産品の採用及び

県内事業者の育成に関する県の取組について、基本的な方針を定めるものです。

次に、資料下段のⅢ基本的な考え方を御覧ください。まず、１県産品の採用及び県内事

業者の育成に向けた積極的な検討としまして、３つの考え方をお示ししています。

（１）比較的少額で高度な技術・知見を要しない調達につきましては、県産品の採用、

または県内事業者からの調達を図ること。

（２）多額に及ぶ調達または高度な技術・知見を要する調達につきましては、県内事業

者を含む共同事業体の組成を推奨するなど、県内事業者の育成に配慮すること。

（３）県の政策目的の実現に向けて高い効果が期待される調達につきましては、入札参

加資格における加点等の優遇措置を講じることとしています。この３つの基本的な考え方

のもとで、具体的な対応について検討を進めてまいります。

また、２地産外商への貢献に記載のとおり、この取組は単に県内事業者の受注拡大にと

どまらず、最終的には地産外商の強化を目指すものとしています。そのため、県内事業者

に対しては県内受注の成果のみに満足することなく、外商の強化に向けた製品サービスの

高度化を図るよう促していくこととしています。

さらに、３にありますとおり、この戦略は産業振興計画と一体的に展開するものとし、

令和９年度までの３年間の取組成果を見据えて、見直しを図ってまいります。

次のページを御覧ください。Ⅳとしまして、県産品の採用の推進と県内事業者の育成の

大きく２つの対応方針について、御説明をいたします。

まず資料上段の１県産品の採用の推進につきましては、事業目的の遂行に支障が生じな

い範囲で県産品の採用を推進することとし、重点的に取り組む県産品を重点品目として選
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定します。この重点品目には、右の表で品目と選定理由を記載しておりますが、今年度、

地消地産プロジェクトを推進する品目から選定をする考えです。いずれも中長期で目指す

地産外商に向けて、まずは県内における地消地産の強化に取り組む品目となります。

次に下段の２県内事業者の育成につきましては、事業目的の遂行に支障が生じない範囲

で、受注機会の拡大を通じた県内事業者の育成に資する取組を推進することとし、重点的

に取り組む分野を重点分野として選定します。この重点分野は、右の表に記載をしており

ます４分野を選定したいと考えております。左側の３つ目の丸に記載をしておりますが、

①契約金額の大きさや、②県外企業が受注している割合、③粗利比率の３つの要素を踏ま

え、県内総生産の拡大に高い効果が期待される分野を選定しています。

今後の戦略の取りまとめに向けましては、１県産品の採用では、重点品目の公共調達の

採用拡大策について、２県内事業者の育成では、重点分野における県内事業者の受注拡大

策について、それぞれ具体的な取組内容を全庁体制で検討してまいります。

最後に一番下、今後のスケジュールを御覧ください。７月から８月にかけまして、この

骨子案へのパブリックコメントを行った後、９月に庁内の本部会議で戦略案を取りまとめ、

９月議会の本委員会での報告を経て、戦略を策定したいと考えています。

なお、この骨子案及び９月の戦略案の御報告は、本委員会と総務委員会において行って

まいります。

資料４ページからは、ここまで御説明をした内容を記載した骨子案の全体版となってお

ります。内容が重複いたしますので、説明は省略いたします。

産業政策課の説明は以上です。

◎西内委員長 質疑を行います。

◎土居委員 非常にすばらしい方針だと思って、期待をしておりますが、肝は、その実効

性をどう確保していくかだと思います。方針はつくりました。その方針を実際に実現して

いくための実効性の確保、幾つかあるんですけど、課として、今後、実効性の確保につい

てはどのように取り組んでいかれるのか。

◎小川産業政策課長 具体的にどのような取組をしていくかを、今後検討したいと考えて

おります。また実効性を確保していくためにＫＰＩといったものも、今後検討していくこ

とになっております。そういったものをしっかり定めまして、取組の進捗状況は、産業振

興推進本部会議の中でＰＤＣＡを回しながらということを考えております。

◎土居委員 公共調達ですから、実効性を確保するために、たった１つ必要なのは入札で

すね。入札でいかに確保するか。まあ言うたら制度で確保せんと実効性が上がらんと思う

んですが、説明の中で、入札参加資格における加点の優遇措置が出てくるんですけど、入

札参加資格における加点というのはどういうことなんですかね。あと、何で入札そのもの

に対する加点ではなく、参加資格としているのはどういう理由でしょうか。
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◎小川産業政策課長 このあたりも、もう少し詰めた議論、検討というのは、これからし

てまいりたいと思っております。今、土木部では既に総合評価方式とか、加点の制度みた

いなものもあります。そういったものが、その他の県としての調達全般にルール化されて

いません。一部にはプロポーザル方式をするときに、加点措置をしたりということもある

んですけれども、それが全庁的なルールになっていないので、そういったことを検討して

いきたいというところです。入札参加資格におけるところも、今後具体的にどういったこ

とができるか。いずれにしましても法令遵守ですので、できることは自治法の範囲内とか、

法令の範囲内でやることにはなるんですけれども、その中で県としての内規を持つですと

か、そういったやり方でどんなことができるかこれから考えていきたいと思っています。

◎土居委員 恐らく最終的には入札制度の在り方、そのシステムに踏み込んでいかざるを

得んようなことになってこようかと思いますので、これからの議論で、またしっかり検討

を深めていただきたいということを、意見として申し上げておきます。

もう１点、重点分野というものが出てくるんですけれども、重点分野以外もいろいろあ

ろうかと思うんです。それらに対する取扱い方針は、これを踏襲して順応していくような

考えでしょうか。

◎小川産業政策課長 この重点分野につきましては、情報通信サービス分野、建設工事分

野、それからサービス分野、４つほど挙げさせていただいております。県としての調達を

大きく累計しますと、この情報と建設工事、それからサービス、あとは物品調達というと

ころになろうかと思っております。実はそれぞれについて分析はさせていただいておりま

して、先ほどの説明の中でも申し上げましたけれども、県としての契約金額の大きさ、県

外事業者が取っている割合、それから粗利比率、これは県内に付加価値として残る部分が

どれぐらいあるかというような指標になるものですけれども、こういったものを分析させ

ていただいた結果として、資料に載せています４つの分野で取り組むところです。今回は

調査分析の分野、小売業、物品購入の分野は、この戦略の対象にはしないことにはしてい

ますけれども、例えば小売業でしたら、既に物品購入については既存の県の取組の姿勢と

して、県内事業者を優先するところでやっておりますので、そういった部分でカバーはで

きていると考えています。

◎土居委員 重点分野の中で、建設工事分野ですけれども、非常に裾野の広い分野でもあ

りまして。確かに元請の金額は大きいんでしょうけれども、その下に下請、孫請と出てき

ますし、あと工事材料を納める業者もおります。こういったところも地消地産といったこ

とを視野に入れてやっていただかないと、一部分だけやるのも、ちょっとおかしなことに

なっていくと思うんで、そこは今後の議論に含めていただきたい。意見として申し上げて

おきたいと思います。

◎小川産業政策課長 そのように対応させていただきたいと思います。
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◎坂本委員 骨子案を見せていただいて、公共調達においては、いわゆる公契約条例とい

って、最低賃金をうたい込むべきではないかということを、私たちはずっと過去から求め

てきたことがあるんですね。ところが、賃金の基準は法律で決まっているからとか、ある

いはそれは国が対応するべきことで、地方が独自に決めることはできないということで、

ずっとこの間執行部は来たわけです。今回の骨子案を見ても、そういったことについて全

く触れられていないんですけども、いわゆる公契約の適正化の中で、賃金の下限額を設定

することは、総務省も言っていると思うんです。今回、せっかく検討する際に、この重点

産業の中でも、そういった人件費の部分をどういうふうに定めていくかということも、併

せて検討する必要はないのかと思ったりしますけれども、いかがでしょうか。

◎小川産業政策課長 今回の戦略につきましては、冒頭で御説明させていただきましたよ

うに、県際収支の改善、県内総生産の拡大というところで、産業振興計画で取り組む地消

地産の取組の一環としまして、定めさせていただきたいと思っているものです。今、坂本

委員から御指摘のありました視点は、今の時点では取り込んでいない状態です。また今後、

検討したいと思います。

◎坂本委員 今の段階ではそういう視点がなかったとしても、今後盛り込めるかどうかを

含めて、ぜひ御検討をお願いしたいと思います。

◎細木委員 重点品目についてですけれども、県際収支が大幅な赤字になっている要因と

しては、エネルギー部門はかなりあったと思うんです。エネルギー部門が、赤字になって

いる認識やったんですけれども、この重点品目で太陽光発電と木質バイオマスについては、

ＫＰＩとの関係で、ほかの品目と比較してあまりチャレンジングな目標じゃないなと。例

えばこの竹資源や木製品の目標の立て方としては、エネルギー部門がもうちょっと目標を

上げるとか、ほかのエネルギーもちょっと取り上げるなどして、県際収支を改善するとい

うふうなことがあってええんじゃないかなと思うんですけれど、目標の立て方については

いかがですか。

◎小川産業政策課長 資料に書かせていただいていますのは、公共調達戦略としての目標

という意味合いよりは、既存の産業振興計画上、それからエネルギーでいいますと脱炭素

のアクションプラン上に既に掲げてある目標を書かせていただいている状況です。

◎細木委員 本当は産振計画をそのまま掲載するしかなかった、今回せっかくこういう公

共調達をするということで言えば、プラスアルファの目標を上げてやりますというふうな

アピールがあってもええんじゃないかと思いますけれども、やっぱり産業振興計画以上の

ことは、縛りがあってできないということですか。

◎小川産業政策課長 さらに目標の上積みをしていくかどうかについては、来年度に向け

てバージョンアップの議論で考えていく中で、どこまでできるか、どこまで必要かという

ようなところを考えていくことになります。
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◎細木委員 もう１点。県内事業者の育成というところはいいと思いますが、人口減少で

若い人が、県内で働ける場所をしっかり確保するという点では、この公共調達を進めなが

ら育成をして、県内でも就職してもらうということが全然触れられてないので、やっぱり

県内事業者の育成のために、そういう文言もちょっと入れちょったほうが、県民に対して

のアピールにもなるんじゃないかなと思います。一切触れられてないので、それはちょっ

と残念だなという感想です。

◎金岡委員 ちょっと言いにくい話ですけれども、要するに私は値段の差、これに尽きる

と思うんですよ。それはなぜかというと、一方では県民の税金ですから、県民のためにな

るにはどうしたらいいのか。できるだけ安いものを調達するというような形になると思う

んです。そうすると、県外の業者に負けてしまったら、これは何もならんというようなこ

との中で、こういう話が出てきておるんだという。ですからその度合いですよね。例えば

倍半分違うというようなことじゃ、これはなかなかいきませんけどね。どのぐらいだった

ら県内業者を許容できるのか、なかなか出しにくい問題かもしれませんけれども、数字じ

ゃなくても構いませんので、どういうふうにやったら県内業者を採用したいというところ

がありましたら、教えていただきたいと思います。

◎小川産業政策課長 具体的にどれぐらいの価格差ということを定量的に示すのは、なか

なか難しいと思っておりますし、委員おっしゃいますように、価格差だけを見たときにあ

まりにもかけ離れていることがありますと、そちらを優先することは、全体にとってみた

ら適正な執行とはなかなか言いにくいところも出てくるかもしれないとは思います。ただ、

県際収支の改善に寄与する地消地産の取組を進めるという政策目的の観点から言いますと、

一定適正な価格であれば、この重点品目、もしくは県内事業者を優先的に調達していくこ

とはできるのではないかと思っております。そこの具体的なやり方を、今後検討していき

たいと思います。あくまでも法令に沿った対応をするところではありますけれども、その

範囲内でどんなことができるのかを考えていきたいという趣旨です。

◎金岡委員 いずれにいたしましても県際収支が悪いと。それを改善すると。要するに、

県外の業者に負けているということですよね。それから、それに対して勝つようにしなけ

ればならないと思うんですが、そこでやはり一番大事なことは先ほど細木委員も言われま

したけれども、県内事業者の育成で、そこにある程度のインセンティブを持たすことでい

くしかないと思うんです。だから、こういうふうな形で、こういうふうに育ってほしいと、

こういうふうなことは、こういうふうに支援していきますという形の中で調達をしていか

なければならないので、本当に明確に書かれたほうがいいんじゃないかと思います。

◎小川産業政策課長 御指摘のとおりだと思っております。なかなか、今具体的に申し上

げられないのが申し訳ないんですけれども、この育成で言いますと、やっぱり県内事業者

の競争力の強化だと思っています。例に挙げて申しましたような、入札などにおけます優
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遇措置で受注機会の拡大を図る、もしくはＪＶの参加要件にすることで、県外事業者の強

みを学んでいただく機会を持っていただくとか。あとは県内事業者が受注できるような技

術や設備を備えるための支援、これはソフトの支援になるのかはまだこれからですけれど

も、そういった支援を考えていくことになるとイメージしております。具体的なところは、

それぞれ産業分野を所管しております部局と、それから発注者側になりますが県庁の全部

局で、一緒に考えていきたいというふうに考えています。

◎金岡委員 いずれにしても、足腰の強い事業者の育成をよろしくお願いしたいと思いま

す。

◎依光委員 県産品の採用拡大に向けての重点項目の中ですが、食品残渣をね、新しく商

品開発をうたっていますが、どういうものを期待しているのか。私が食品残渣でどんなも

のがつくられているのか全く分からないので、ちょっと教えていただきたいと思います。

それともう１つは竹資源ですが、現在産業振興計画では令和５年度で238トンで令和９年

度には2,000トンと約８倍強の目標を立てているんですが、何か新たに期待するものがある

んでしょうか。その辺分かれば教えてください。

◎小川産業政策課長 まず食品副産物、残渣です。今県内にあるのは食品で、ユズを絞っ

た後の搾りかすが飼料、餌になっていたり、ペットフードとして使われたみたいなことが

あると思っております。ただ、そういったものが一部にとどまっているというふうにも思

っておりますので、今年度の地消地産の事業の中で、そういったものの商品開発を支援す

る取組をしています。具体的に、こんな商品が出てくるというのもまだこれからというよ

うな状況ではありますけれども、例としてはそのようなものになるところです。

それから竹資源ですけれども、現在、県内企業の工業製品の原材料として使われ始めて

います。その量の増産に向けて集荷体制を整えていくことを、今年度の地消地産のプロジ

ェクトでやらせていただいています。あわせて、新しい使われ方がないのか、チームを立

ち上げて検討するような取組も進めておりますので、そういった取組を合わせて目標の引

上げをしていきたいと考えています。

◎依光委員 竹がね、本当にいろんなところへ生えて大変な状況になっているので、そう

いうことで竹資源を使えるとすごくいいと思いますので、ぜひよろしくお願いします。

◎西内委員長 質疑を終わります。

以上で、産業政策課を終わります。

これで、産業振興推進部を終わります。

《採決》

◎西内委員長 これより採決を行います。

今回は議案数３件で、予算議案１件、条例その他議案２件であります。

それでは、採決を行います。
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第１号「令和７年度高知県一般会計補正予算」を原案どおり可決することに賛成の委員

の挙手を求めます。

（賛成委員挙手）

◎西内委員長 全員挙手であります。よって、第１号議案は、全会一致をもって原案どお

り可決することに決しました。

次に、第11号「高知県特定都市河川浸水被害対策法施行条例の一部を改正する条例議案」

を原案どおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

（賛成委員挙手）

◎西内委員長 全員挙手であります。よって、第11号議案は全会一致をもって原案どおり

可決することに決しました。

次に、第13号「高知県立県民体育館多目的グラウンド及びテニスコートの指定管理者の

指定に関する議案」を原案どおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

（賛成委員挙手）

◎西内委員長 全員挙手であります。よって、第13号議案は全会一致をもって原案どおり

可決することに決しました。

それでは、執行部は退席を願います。

〈執行部退席〉

◎西内委員長 以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

それでは、明日の委員会は休会とし、６月25日水曜日の午前10時から委員長報告の取り

まとめ等を行いますので、よろしくお願いします。

これで、本日の委員会を閉会します。

（11時52分閉会）


